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（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年９月期第２四半期 1,736 10.0 788 29.0 788 29.0 545 28.9

2021年９月期第２四半期 1,578 7.6 610 1.7 611 1.8 423 2.4

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年９月期第２四半期 162.99 －

2021年９月期第２四半期 126.43 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年９月期第２四半期 6,747 5,491 81.4

2021年９月期 6,421 5,088 79.2

（参考）自己資本 2022年９月期第２四半期 5,491百万円 2021年９月期 5,088百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年９月期 － 40.00 － 45.00 85.00

2022年９月期 － 45.00

2022年９月期（予想） － 45.00 90.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,300 4.8 1,250 1.9 1,250 1.8 880 1.3 262.71

１．2022年９月期第２四半期の業績（2021年10月１日～2022年３月31日）

（２）財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2022年９月期の業績予想（2021年10月１日～2022年９月30日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無
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①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年９月期２Ｑ 4,090,000株 2021年９月期 4,090,000株

②  期末自己株式数 2022年９月期２Ｑ 740,370株 2021年９月期 740,343株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年９月期２Ｑ 3,349,643株 2021年９月期２Ｑ 3,349,657株

※  注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更    ：有

②  ①以外の会計方針の変更                  ：無

③  会計上の見積りの変更                    ：無

④  修正再表示                              ：無
（注）詳細は、添付資料Ｐ.８「２．四半期財務諸表及び主な注記（４）四半期財務諸表に関する注記事項（会計 
方針の変更）」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）業績予想などの将来予測情報

に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第２四半期累計期間（2021年10月1日から2022年３月31日の６ヶ月間）におけるわが国経済については、消費

や生産は持ち直しておりますが、ウクライナ情勢から原材料価格が上昇し、急激な円安もあり下振れリスクが懸念

されます。それでも当社の主要な販売先である金融機関におきましては業況は改善しています。当社は金融機関へ

の訪問も実施しており、ＷＥＢ会議を併用して打合せを行い、営業活動や開発を滞りなく進めております。

　業況につきましては、「システム事業」は、「担保不動産評価管理システム」や「財務分析・企業評価支援シス

テム」が大手金融機関や地方銀行中心に受注は好調で売上が増加したほか、「契約書作成支援システム」も信用金

庫中心に売上が伸びています。システム開発に係る「システムインテグレーション部門」とシステムのメンテナン

スを行う「システムサポート部門」の当第２四半期累計期間の売上高は前年同期比増収となり、営業利益も前年同

期比増益を達成しています。

　「不動産賃貸事業」につきましては、賃貸収入の売上高と営業利益は前年同期並みとなっています。

　以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は1,736,657千円（前年同期比10.0％増）、営業利益は788,125千円

（同29.0％増）、経常利益は788,804千円（同29.0％増）、四半期純利益は545,948千円（同28.9％増）となりまし

た。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首

から適用しております。詳細については、「２．四半期財務諸表及び主な注記（４）四半期財務諸表に関する注記

事項（会計方針の変更）」をご参照ください。

　セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

①システム事業

「システムインテグレーション部門」

　主要なシステムである「担保不動産評価管理システム」は大手金融機関や地方銀行宛てに増収となったほか、

「財務分析・企業評価支援システム」も地方銀行中心に更改案件が増え増収となりました。「契約書作成支援シス

テム」は地方銀行や信用金庫中心に電子契約案件の受注が増加し増収となっています。「融資稟議支援システム」

は、ペーパーレス等業務効率化の推進が浸透し信用金庫宛て売上高に貢献しています。この結果、システムインテ

グレーション部門の売上高は、977,423千円(前年同期比16.0％増)、セグメント内の売上高構成比は59.5％となり

ました。

「システムサポート部門」

　メンテナンスの売上高は、例年の路線価データ納品やシステム導入が進み前年同期比増収となり、システムサポ

ート部門の売上高は666,221千円（前年同期比3.8％増）、セグメント内の売上高構成比は40.5％となりました。

　以上の結果、システム事業の売上高は1,643,645千円（前年同期比10.7％増）、セグメント利益は734,835千円

（同32.5％増）となりました。

②不動産賃貸事業

　不動産賃貸事業は、賃貸マンション３棟、立体駐車場１棟、賃貸オフィス１棟及び賃貸店舗２件の計７物件あ

り、当第２四半期累計期間の売上高は、賃貸収入93,012千円（前年同期比1.0％減）、セグメント利益は53,290千

円（同5.0％減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

（資産）

　当第２四半期会計期間末における資産合計は、6,747,830千円となり、前事業年度末に比べ326,106千円増加いた

しました。これは主に現金及び預金が451,580千円、仕掛品が78,726千円増加した一方で、売掛金及び契約資産

（前事業年度末は「売掛金」）が209,525千円減少したことによるものです。

（負債）

　当第２四半期会計期間末における負債合計は、1,256,574千円となり、前事業年度末に比べ76,157千円減少いた

しました。これは主に、契約負債（前事業年度末は「前受収益」）の減少が買掛金等の増加を上回ったことによる

ものです。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産合計は、5,491,256千円となり、前事業年度末に比べ402,263千円増加い

たしました。これは主に、四半期純利益の計上によるものです。

　この結果、自己資本比率は、81.4％（前事業年度末は79.2％）となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ451,580

千円増加し、2,910,957千円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は618,804千円（前年同期比18.5％増）となりました。これは主に、税引前四半期

純利益の計上により資金が増加した一方で、法人税等の支払による資金の減少があったことによるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は16,496千円（前年同期比78.1％減）となりました。これは前期に事務所移転に伴

う差入保証金の差入による支出があったため減少したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は150,727千円（前年同期比12.5％増）となりました。これは主に、配当金の支払

によるものであります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

　新型コロナウイルス感染症の再拡大や原材料価格の高騰、急激な円安により、経済への影響が懸念され、消費や

生産が低迷することも予想されます。しかしながら主要な販売先である金融機関の業況は比較的安定して推移する

と考えられます。

　このような状況の中、当社といたしましては、主要顧客である金融機関の様々なニーズを捉えて、きめ細かな対

応をして受注獲得につなげたいと考えています。

　2022年９月期におきましては、売上高3,300,000千円（前年同期比4.8％増）、営業利益1,250,000千円（同1.9％

増）、経常利益1,250,000千円（同1.8％増）、当期純利益880,000千円（同1.3％増）と予想しております。
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（単位：千円）

前事業年度
(2021年９月30日)

当第２四半期会計期間
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,459,377 2,910,957

売掛金 904,429 －

売掛金及び契約資産 － 694,904

仕掛品 22,269 100,996

未収収益 2,836 2,808

その他 16,555 12,422

流動資産合計 3,405,468 3,722,088

固定資産

有形固定資産

建物 1,358,259 1,388,863

減価償却累計額 △331,376 △356,945

建物（純額） 1,026,882 1,031,918

構築物 4,205 4,205

減価償却累計額 △3,484 △3,604

構築物（純額） 721 601

機械及び装置 75,054 75,054

減価償却累計額 △75,054 △75,054

機械及び装置（純額） 0 0

工具、器具及び備品 76,941 79,630

減価償却累計額 △61,694 △65,410

工具、器具及び備品（純額） 15,246 14,220

土地 1,665,888 1,665,888

有形固定資産合計 2,708,739 2,712,628

無形固定資産

電話加入権 1,116 1,116

ソフトウエア 23,997 24,194

無形固定資産合計 25,113 25,310

投資その他の資産

関係会社株式 10,000 10,000

繰延税金資産 155,995 161,897

会員権 12,650 12,650

差入保証金 103,757 103,255

投資その他の資産合計 282,402 287,803

固定資産合計 3,016,255 3,025,741

資産合計 6,421,724 6,747,830

2．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表
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（単位：千円）

前事業年度
(2021年９月30日)

当第２四半期会計期間
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 92,580 170,003

未払金 89,639 84,544

未払消費税等 75,022 39,877

未払法人税等 216,163 267,834

前受収益 387,946 －

契約負債 － 206,303

賞与引当金 102,002 96,119

製品保証引当金 3,298 2,896

その他 10,515 8,772

流動負債合計 977,168 876,351

固定負債

役員退職慰労引当金 285,726 293,120

長期預り保証金 69,836 67,852

資産除去債務 － 19,250

固定負債合計 355,563 380,222

負債合計 1,332,731 1,256,574

純資産の部

株主資本

資本金 326,625 326,625

資本剰余金

資本準備金 365,175 365,175

資本剰余金合計 365,175 365,175

利益剰余金

利益準備金 1,816 1,816

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 5,160,003 5,562,348

利益剰余金合計 5,161,820 5,564,164

自己株式 △764,627 △764,708

株主資本合計 5,088,992 5,491,256

純資産合計 5,088,992 5,491,256

負債純資産合計 6,421,724 6,747,830

- 5 -

㈱情報企画(3712)　2022年９月期　第２四半期決算短信



（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2021年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　2021年10月１日

　至　2022年３月31日)

売上高 1,578,265 1,736,657

売上原価 644,589 558,979

売上総利益 933,676 1,177,677

販売費及び一般管理費 322,764 389,552

営業利益 610,911 788,125

営業外収益

受取利息 17 19

未払配当金除斥益 98 83

助成金収入 520 500

その他 16 76

営業外収益合計 651 679

経常利益 611,563 788,804

税引前四半期純利益 611,563 788,804

法人税、住民税及び事業税 182,711 251,899

法人税等調整額 5,339 △9,043

法人税等合計 188,051 242,855

四半期純利益 423,512 545,948

（２）四半期損益計算書

（第２四半期累計期間）
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2021年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　2021年10月１日

　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 611,563 788,804

減価償却費 31,012 34,778

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,165 △5,882

製品保証引当金の増減額（△は減少） △859 △402

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10,043 7,393

受取利息及び受取配当金 △17 △19

助成金収入 △520 △500

売上債権の増減額（△は増加） 322,750 －

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） － 219,722

棚卸資産の増減額（△は増加） 21,514 △78,652

その他の流動資産の増減額（△は増加） △40,671 441

仕入債務の増減額（△は減少） △10,779 77,423

未払金の増減額（△は減少） △10,348 △4,077

未払消費税等の増減額（△は減少） △5,545 △35,145

前受収益の増減額（△は減少） △172,960 －

契約負債の増減額（△は減少） － △181,642

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,679 34

その他の固定負債の増減額（△は減少） △1,288 △1,984

小計 744,049 820,291

利息及び配当金の受取額 17 19

助成金の受取額 520 500

法人税等の支払額 △222,391 △202,006

営業活動によるキャッシュ・フロー 522,196 618,804

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,522 △15,219

無形固定資産の取得による支出 △4,493 △5,581

差入保証金の回収による収入 － 4,524

差入保証金の差入による支出 △68,460 △220

投資活動によるキャッシュ・フロー △75,475 △16,496

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 － △81

配当金の支払額 △134,026 △150,646

財務活動によるキャッシュ・フロー △134,026 △150,727

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 312,694 451,580

現金及び現金同等物の期首残高 2,019,076 2,459,377

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,331,770 2,910,957

（３）四半期キャッシュ・フロー計算書
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしています。これにより、受注制作のソフト

ウェアに係る開発案件は、開発の進捗部分について成果の確実性が認められる場合（工期がごく短期間のもの等を

除く）には工事進行基準を、この要件を満たさない場合は工事完成基準を適用しておりましたが、一定の期間にわ

たり充足される履行義務は、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわた

り認識し、一時点で充足される履行義務は、履行義務を充足した時点で収益を認識することとしております。な

お、契約における開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い開発案件等につい

ては、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識する代替的な取扱いを適用しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会計期

間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第２四半期累計期間の売上高は18,708千円減少し、売上原価は3,547千円減少しており、営業利益、

経常利益、税引前四半期純利益はそれぞれ15,161千円減少しております。また利益剰余金の当期首残高は7,129千円

増加しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において「流動資産」に表示していた「売掛金」

は、第１四半期会計期間より「売掛金及び契約資産」に含めて表示し、また「流動負債」に表示していた「前受収

益」は第１四半期会計期間より「契約負債」に含めて表示することとしました。なお、収益認識会計基準第89-２

項に定める経過的な取り扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法による組替えを行っておりません。さ

らに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的

な取扱いに従って、前第２四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる利益を分解した情報を記載しておりませ

ん。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項の定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあり

ません。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

　前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積り）

に記載した、新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定及び会計上の見積りについて、重要な変更はありませ

ん。
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（単位：千円）

システム事業 不動産賃貸事業 合計

売上高

外部顧客への売上高 1,484,331 93,934 1,578,265

セグメント間の内部
売上高又は振替高 － － －

計 1,484,331 93,934 1,578,265

セグメント利益 554,791 56,120 610,911

（単位：千円）

システム事業 不動産賃貸事業 合計

売上高

システムインテグレーション売上 977,423 － 977,423

システムサポート売上 666,221 － 666,221

顧客との契約から生じる収益 1,643,645 － 1,643,645

その他の収益 － 93,012 93,012

外部顧客への売上高 1,643,645 93,012 1,736,657

セグメント間の内部
売上高又は振替高 － － －

計 1,643,645 93,012 1,736,657

セグメント利益 734,835 53,290 788,125

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　2020年10月１日　至　2021年３月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）各報告セグメントにおける利益は、営業利益を使用しております。

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．各報告セグメントにおける利益は、営業利益を使用しております。

　　　２．その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入であります。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　「注記事項（会計方針の変更）（収益認識に関する会計基準等の適用）」に記載のとおり、第１四半期会計

期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメン

トの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期累計期間の「システム事業」の売上高は18,708千円減

少し、セグメント利益は15,161千円減少しております。
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